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（シラバス）

人材育成特別研修第５期 

【平成 30年 11月 27日～平成 30年 11月 30日】 



講義・演習概要（シラバス）

人材育成特別研修第５期（平成 30 年 11 月 27 日～11 月 30 日） 

課 目 名 人事評価と人材育成 

時 限 数 2時限 

担 当 講 師 

早稲田大学政治経済学術院教授 稲継裕昭 

＜プロフィール＞ 

京都大学法学部卒業。地方自治体勤務を経て、姫路獨協大学助教授、大阪市立大学

教授、法学部長を経て、2007 年より現職。総務省人材育成等専門家。著書に『地

方自治入門』（有斐閣）、『自治体ガバナンス』（放送大学教育振興会）、『自治体の人

事システム改革』『プロ公務員を育てる人事戦略』『同 part２』（ぎょうせい）、『人

事・給与と地方自治』（東洋経済）、『公務員給与序説』（有斐閣）、共著に『行政ビ

ジネス』『包括的地方自治ガバナンス改革』（東洋経済）、『分権改革は都市行政機構

を変えたか』（第一法規）、編著に『自治体行政の領域』（ぎょうせい）など著書編

著多数。近刊として、『東日本大震災大規模調査から読み解く災害対応―自治体の体

制・職員の行動』（第一法規）『シビックテック―ＩＣＴを使って地域課題を自分た

ちで解決する』（勁草書房）、『これ 1 冊でよくわかる！自治体の会計年度任用職員

制度』（学陽書房）、『AI で変わる自治体業務―残る仕事、求められる人材』（ぎょ

うせい、10月刊） 

ね ら い 

自治体はかつてないほどの環境の変化に直面しており、このような状況のなか

で自治体職員に求められる能力も大きく変わりつつある。限られた資源である

人的資源の質を上げ、住民サービスの向上に資する有能な職員集団となるため

には、自学を刺激する様々な人事給与制度諸制度の連動が必要だ。その中核に

位置するのが人事評価制度である。平成 28年 4月改正地方公務員法の施行の最

大眼目もこの点にある。本講義では、人事評価制度の構築と運用、評価制度を

活用した人材育成についての基礎知識を身につける。 

講 義 概 要 

１．AI の時代と職員に求められる能力 

２．マネジメントシステムの中核に位置する人事評価制度 

３．人事評価の意義・目的と役割 

４．人事評価と管理職：評価者の意識、マネジメント能力の向上 

５．人事評価の基本原則、評価の進め方・重要なこと 

６．目標管理による業績評価 

７．面談の手法と評価者の面談能力の向上 

８．評価者研修の種類と主催者の役割 

９．人事評価制度による人材育成 

受講上の注意 
自団体における人材育成基本方針、人事評価マニュアルを予め読んだうえで受

講してください。（可能な人は持参してください） 

使

用

教

材

教科書 
レジュメ。稲継裕昭/自治研修協会『パソコンで学ぶ地方公共団体の人事評価』

自治研修協会。稲継裕昭『評価者のための自治体人事評価 Q＆A』ぎょうせい

参考 

図書 

効 果 測 定 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
人材育成特別研修第５期（平成 30年 11月 27日～11月 30日） 

課 目 名 人材育成と研修 

時 限 数 １１月２９日（木） ２時限 

担 当 講 師 

氏名 高嶋 直人 

＜プロフィール＞ 

昭和５７年３月 早稲田大学政治経済学部政治学科卒業 

     ４月 人事院採用 

平成 ３年   外務省在ウイーン日本政府代表部一等書記官 

１４年３月 人事院公務員研修所教授 

  １７年４月 人事院研修指導課長 

  １９年４月 人事院国際課長 

  ２２年４月 人事院総務課長 

２５年４月 立命館大学大学院公務研究科教授 

２７年４月 人事院公務員研修所主任教授 

２９年７月 財務省財務総合政策研究所研修部長（現職） 

      兼人事院公務員研修所教授（現職） 

 

ね ら い  効果的な研修を設計するために必要な実践的なスキルを体系的に習得する。 

講 義 概 要 

 自治体研修の目的（組織内教育の特徴、目指すべき方向）、取り巻く環境の変

化（これから求められる能力、学習環境の変化）、研修技法（効果的な研修技法、

進化する技法）、研修企画方法（カリキュラム、講師。参加者）について最新情

報を交え、実践的に学ぶ。 

全般にわたり、一方的な講義ではなく、参加者間、参加者と講師の間で、双

方向的な意見交換を行う。 

 

受講上の注意 
能動的な姿勢で臨まれたい。 

 

使 用 教 材 
なし。 

 

効 果 測 定 
なし 

 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
人材育成特別研修第５期（平成 30年 11月 27日～11月 30日） 

課 目 名 
講義 
「今後の自治体の人材育成と研修所研修のあり方」 

時 限 数 １１月２９日（木） １時限 

担 当 講 師 

氏名 東京都職員研修所客員教授(元東京都総務局長)  押 元  洋 

 

＜プロフィール＞ 

昭和４９年東京都入庁。総務局行政部地方課行政係長、市町村職員中央研修所

(市町村アカデミー)教授・研修主幹、総務局行政部区政課長、総務局人事部人

事課長、病院経営本部長、総務局長等を経て平成２０年に退職。その後、東京

都職員研修所長、東京都人材支援事業団理事長、東京都保健医療公社理事長、

東京信用保証協会専務理事等を歴任。現在、東京都固定資産評価審査委員会委

員長を務める。 

ね ら い 

講義を通じ、自治体における人材育成と研修所研修のあり方について、受講者が

多角的に視野を広げるとともに深く考える契機とし、もって各団体における職

員研修の充実を図ることをねらいとする。 

講 義 概 要 

○ 人材育成における世代継承の重要性 
○ 忍び寄る危機～職員の仕事力の現状～ 
○ 今後の人材育成と研修の方向 
○ 世代継承の再生に向けて 
○ 職場研修(OJT)を通じた世代継承の推進 
○ 上司による「成長する組織風土」づくり 
○ 専門・得意分野を有する職員の育成 
○ 職員としての心構えの継承 
 

受講上の注意 
特になし 

 

使 用 教 材 
基調講演ではパワーポイントを使用する。 

 

効 果 測 定 
なし 

 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

 なし 
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
人材育成特別研修第５期（平成 30年 11月 27日～平成 30年 11月 30日） 

課 目 名 自治体における人材育成 

時 限 数 １１月２９日（木） ２時限 

担 当 講 師 

首都大学東京大学院教授 大杉 覚 

＜プロフィール＞ 

１９９７年 東京大学大学院総合文化研究科より博士（学術）取得 

１９９６～１９９９年 成城大学法学部専任講師 

１９９９～２００５年 東京都立大学法学部助教授 

２００５年４月～ 現職 

その間，ジョージタウン大学客員研究員，政策研究大学院大学客員教授 

ね ら い 

人口減少社会に求められる地域公共人材のなかでの自治体職員のあり方・役割

について「現場実践」「越境」をキーワードに考え、そうした職員の育成につい

て検討する。 

講 義 概 要 

概ね講義の柱建ては以下の予定。 
１．なぜ人材育成が必要なのか 
  地方分権、地方創生の時代を迎え、人材育成の必要性について再考する。 
２．求められる「現場実践する職員」と人材育成 
  人材育成の要としての職場組織の重要性について考えるとともに、自治体

職員に求められる現場実践性について検討する。 
３．求められる「越境する職員」と人材育成 
  人口減少時代に自治体の果たす役割に応じて要請が高まってきた「越境す

る職員」とは何かを考える。 
４．「実感主義」の人材育成へ 
  表面的・短期的な結果主義ではない人材育成の考え方を模索する。 

受講上の注意 

所属自治体の人材育成基本方針を再確認し、その特徴点（ないし問題点）につ

いてあらかじめ考え、求められた場合に簡潔に説明できるようにお願いします。 

使 用 教 材 
なし 

効 果 測 定 
なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

質問等は，E-mail: f.localemergence@gmail.comまで 
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
人材育成特別研修第５期（平成 30年 11月 27日～11月 30日） 

課 目 名 人材育成特別研修 

時 限 数 １１月３０日（金） ２時限 

担 当 講 師 

東京大学名誉教授 大森 彌（行政学・地方自治論） 

＜プロフィール＞ 

１９６８年 東京大学大学院博士課程修了、法学博士 

１９７１年 東京大学教養学部助教授 

１９８４年 東京大学教養学部教授 

１９９７年 東京大学大学院総合文化研究科長・教養学部長 

２０００年 千葉大学法経学部教授、東京大学名誉教授 

２００５年 千葉大学定年退職 

ね ら い 

人口減少と「地域創生」、人事評価制度の実施、「協働」の台頭、非正規職員の

増加など、自治体を取り巻く環境は大きく変化している。 
本講義では、このような状況について概観すると共に、自治体職員の人財（人

材）育成のあり方について理解を深める。 

講 義 概 要 

１ 分権改革・行政改革と人材育成 

２ 「人口政策」と「人財」 

３ 人事評価制度の実施 

４ 研修の意義 

（1） 日本型人事と研修 

（2） 政策力とチーム力 

５ 研修担当職員の課題 

（1） 職員の研修ニーズ 

（2） 研修プログラムの革新 

受講上の注意 
特になし 

 

使 用 教 材 

・『自治体職員再論』（大森彌著：ぎょうせい、2015 年） 
・『自治体の長とそれを支える人びと』（第一法規、2016年） 

・『人口減少時代を生き抜く自治体』（第一法規、2017 年） 

効 果 測 定 
なし 

 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
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     講義・演習概要（シラバス） 

 
人材育成特別研修第５期（平成 30年 11月 27日～平成 30年 11月 30日） 

課 目 名 事例発表 

時 限 数 １１月２８日（水） １時限 

担 当 講 師 

青森県総務部人事課 研修・人材育成グループ 総括主幹 

（グループマネージャー） 山本 高史 

＜プロフィール＞ 

 平成 ３年４月～ 青森県庁入庁 

 平成１５年４月～ 福岡情報センター 

 平成１８年４月～ 農林水産部総合販売戦略課 

 平成２１年４月～ 農林水産部水産局水産振興課 

 平成２３年４月～ 総務部人事課研修・人材育成グループ 

 平成２７年４月～ 農林水産部構造政策課 

 平成３０年４月～ 現職 

ね ら い 
 研修・人材育成の取組の事例発表により、地方公共団体の人材育成担当部局

の研修企画・運営能力の充実を図る。 

講 義 概 要 
＜事例発表＞ 

 青森県における研修・人材育成の取組について説明 

受講上の注意 なし 

使 用 教 材 パワーポイントによるスライド 

効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
なし 
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［別紙３］ 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
人材育成特別研修第５期（平成 30年 11月 27日～平成 30年 11月 30日） 

課 目 名 事例発表 

時 限 数 第１時限 

担 当 講 師 

横浜市総務局人事部人材開発課 担当係長 佐藤一道 

＜プロフィール＞ 

平成 16年４月 総務省入省 

平成 22年４月 横浜市役所入庁 

平成 25年４月 財政局主税部税務課国民健康保険料等滞納整理担当係長 

平成 26年４月 横浜市旭区福祉保健センター保険年金課滞納整理担当係長 

平成 27年４月 横浜市瀬谷区総務部区政推進課企画調整係長 

平成 30年４月 横浜市総務局人事部人材開発課担当係長 

ね ら い 

 
 
 
 

講 義 概 要 

平成 30 年４月に改訂した横浜市人材育成ビジョンに掲げている人材育成の

基本方針に基づき、求められる職員像の実現に向け、どのような人材育成を行

ているかを紹介する。 

特に専門分野の人材育成、キャリア形成に向けた取組、責任職の人材を中心

に紹介を行う。 

 

 

 

 

 

受講上の注意 
なし 

 

使 用 教 材 
パワーポイントスライド資料（横浜市の人材育成について） 
平成 30年度事業体系図 

効 果 測 定 
なし 

 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

なし 
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人材育成特別研修第 5期    Syllabus 
 

作成：自治大学校教務部 

 

〒190-8581 東京都立川市緑町１０番地の１ 

ＴＥＬ （０４２）５４０－４５０２（教務部直通） 

ＦＡＸ （０４２）５４０－４５０５（教務部） 

 

 




